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概要： 

国連の「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約（A規約）」は 1976年 1月に発効したが，その第 13条 2項

(c)に高等教育の無償化の漸進的な導入を規定している．しかしわが国は1979年にこの規定に「拘束されない権利を留保す

る」と回答した．その結果，大学の授業料の高騰をもたらし，少子化の進んだ現在では学生獲得の過当競争に陥っている．

これは日本が選んだ教育商業主義の結末である．一方，ヨーロッパでは多くの国が無償あるいは低額の高等教育を実現して

おり，教育福祉主義を採用している．教育費の高騰は社会格差を再生産することが指摘されており，少子化を促進する働き

をもたらしている．しかし鳩山首相は 2010年１月 29日の施政方針演説で「拘束されない権利を留保する」ことを撤回す

ることを表明した．わが国においても無償の高等教育を実現することが急務となっている．その実現方法としての学習開発

の方法論ならびに京都レッツラーン大学校の構想について提案している 
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1. はじめに 

わが国の授業料の高騰と少子化の進展は，大学教育に

重大な影響を及ぼしている．このような現象はわが国特

有のものであって，世界的な現象ではない．その起源は

国連で 1966 年に採択され，1976 年に発効した「経済的，

社会的及び文化的権利に関する国際規約(A 規約)」で規定

されている高等教育の無償化にたいして，この規約に拘

束されない権利を留保するという日本政府の回答に始ま

っている．その後の授業料高騰に歯止めがかからず，教

育方法の抜本的な改革もみられず，国民に過大な負担を

強いてきている．これにたいして鳩山首相は 2010 年 1

月 29 日の施政方針演説でこの「権利の留保」を撤回する

ことを表明した．すなわちわが国においても教育福祉主

義の立場をとることを表明したのである． 

一方，ICT の進歩は高等教育においても広く採用され

るようになっており，従来の講義形式による多人数教育

ではなく，グループ学習あるいはチーム学習によって多

人数学習を実現することが可能である(Nishinosono et 

al., 2009)．これはさらに分散学習，職場ベース学習へと

発展させることが可能である．高等教育レベルの職能教

育において，校舎などの施設設備をもたず，教室もない

教育機関を構想することが可能である．これは学習者同

士の相互学習と相互評価を組み合わせることによって自

律的な学習共同体を構築することで実現する．従来の学

校や大学の公式学習(formal learning)に対して，不公式

学習(non-formal learning)あるいは非公式学習(informal 

learning)が，OECD の教育研究革新センター(CERI, 

Centre for Educational Research and Innovation)で提

唱されている(OECD, 2007)．このような近年の教育開発

に関する発展を考慮した京都府委託事業「セイフティー

ネットとしての京都レッツラーン大学校」を構想し，そ

のための教材開発を推進している． 

2. 高等教育改革の方向性 

2.1. 高等教育改革の２つの方向 

世界の高等教育の発展の動向をみたとき，2 つの特徴

的な政策が指摘できる．その一つはアメリカ，日本，オ

ーストラリアなどにみられる商業主義に基づく自由競争

の原理による教育である．現在，わが国の大学は少子社

会と景気低迷によって授業料を値上げすることが困難で

あるので，競争原理に悩まされている．もう一つはヨー

ロッパ諸国が取り組んでいる福祉的な教育訓練であり，

失業者，外国人労働者にも高等教育を提供して新しい労



働力とするとともに，社会福祉費の抑制にも役立つ教育

福祉主義ともいえる政策である．欧州高等教育圏

(European Higher Education Area)を形成しており，単

位互換のための欧州単位互換システム(ECTS, European 

Credit Transfer System)を実現して，単位互換のための

Europass CV を開発し，27 カ国語で記述されている．こ

のシステムによって少人数の科目について，他の教育機

関での学習成果を単位として認定する方法が採用される

など，高等教育機関の相互補完と協力が実現している． 

2.2 国連の人権規約(A 規約)への対応 

1966 年に採択され，1976 年に発効した人権規約(A 規

約)ではつぎのように規定している． 

「第 13 条  

1 この規約の締約国は，教育についてのすべての者の権

利を認める．締約国は，教育が人格の完成及び人格の

尊厳についての意識の十分な発達を指向し並びに人権

及び基本的自由 の尊重を強化すべきことに同意する．

更に，締約国は，教育が，すべての者に対し，自由な

社会に効果的に参加すること，諸国民の間及び人種的，

種族的又は宗教的集団の間の理解，寛容及び友好を促

進すること並びに平和の維持のための国際連合の活動

を助長することを可能にすべきことに同意する．  

2 この規約の締約国は，1 の権利の完全な実現を達成す

るため，次のことを認める．  

(a)初等教育は，義務的なものとし，すべての者に対して

無償のものとすること．  

(b)種々の形態の中等教育（技術的及び職業的中等教育を

含む．）は，すべての適当な方法により，特に，無償

教育の漸進的な導入により，一般的に利用可能であり，

かつ，すべての者に対して機会が与えられるものとす

ること． 

(c)高等教育は，すべての適当な方法により，特に，無償

教育の漸進的な導入により，能力に応じ，すべての者

に対して均等に機会が与えられるものとすること． 

（以下略）」 

これに対する日本政府の 1979 年の回答はつぎのような

ものであった． 

「第 13 条 2（b）及び（c）への留保 

（1）我が国においては，義務教育終了後の後期中等教育

及び高等教育に係る経費について，非進学者との負担の

公平の見地から，当該教育を受ける学生等に対して適正

な負担を求めるという方針をとっている． 

 また，高等教育（大学）において私立学校の占める割

合の大きいこともあり，高等教育の無償化の方針を採る

ことは，困難である． 

 なお，後期中等教育及び高等教育に係る機会均等の実

現については，経済的な理由により修学困難な者に対す

る奨学金制度，授業料減免措置等の充実を通じて推進し

ている． 

(2)したがって，我が国は，社会権規約第 13 条 2（b）及

び（c）の規定の適用にあたり，これらの規定にいう「特

に，無償教育の漸進的な導入により」に拘束されない権

利を留保している．」 

以上のような教育政策を採用したために大学の授業料

の高騰に歯止めがかからなくなり，1970 年代半ばから授

業料値上げが続いている．図１に示しているのは私立大

米ドルでの平均授業料(国公立，2004) 

 奨学金などを受けている学生の比率 

図２  授業料と奨学金等受給率の国際比較 
OECD Education at a Glance(2008)のデータから)
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図１ 国立と私立大学の授業料の上昇 
文部科学省データから



学と国立大学の授業料の変化であるが，私立大学の授業

料はまだ高騰が続いている． 

国連の人権規約をめぐっての各国の高等教育への取り

組みの違いは，図２のグラフに示すようになっていて，

日本がきわめて特異な位置にプロットされる結果となっ

ている．縦軸は国公立大学の授業料であり，横軸は学生

が享受している奨学金，補助金などの受給率である．わ

が国は変動社会に生きる生活権として高等教育レベルの

職能習得のための学習権が認識されていない． 

3. 多人数教育から多人数学習へ 

3.1. 学習開発の仮説 

受講料高騰を抑制するためにはさまざまな経費節減が

有効であろうが，なかでも多人数学習を実現することに

よって解決する方策が考えられる．受け身的な多人数講

義に対して，協調自律学習を多人数授業で実現するため

に参加型学習を開発し，それを運用する学習支援管理シ

ステムを採用する．このような授業開発にあたっては，

従来の授業の改善と厳密な評価よりも，まったく新しい

形態の授業を開発する必要がある．そこで第１筆者のこ

れまでの 40 年近い教材開発の経験からつぎのような仮

説を形成することができる(Nishinosono et al., 2005)． 

仮説 1：学習者中心の授業過程は，共有ビジョン，メタ

ファー，イメージ，モデル，命題の集合体として

記述できる 

仮説 2：学習者の内的条件を整えることができれば，外

的条件が不十分であってもその困難を克服して

主体的に学習する． 

この仮説にもとづく多人数授業の開発過程はつぎのよう

になった． 

3.2 学習開発の非連続的改革 

職場ベース学習や在宅学習などを組織化した生涯職能

学習社会を展望した教育方法を開発することが期待され

ている．ICT 環境が整備されつつある現状で，教授と学

習のパラダイム転換が求められ，従来の教師主導の授業

とはまったく異なる学生中心の授業を開発することの可

能性が展望できる．われわれは多人数授業での教師主導

型の授業から学生参加の授業に改善する試みを 2000 年

から開始している．これまでの経過を 3 期に区分するこ

とができる．第 1 期は教育内容を授業時間数にあわせて

分割し，個人あるいはグループで進行できる教材を開発

した．このときの開発の方針は，「指導と依存」からしだ

いに「自律と支援」の授業へと転換することであった．

学習の規範としては学生の実態から自律，協調，貢献，

責任，尊敬の 5 つを設定し，グループ学習を基盤として

進行するようにして，218 名までのクラスに適用した．

第 2 期の試みは，課題を明確にしてチームで取り組むこ

とを目指したものであり，協調自律学習を実現すること

によって 276 名までのクラスに適用した．この第 2 期の

授業形態は課題解決学習やプロジェクト学習などのよう

にチームを基盤とする学習に適している．第 3 期は職場

ベース学習にも適用できるように個人の経験を重視しな

がら自己実現することをモデルとする方法で，中学校教

師の初任者研修に適用した．このような授業形態の変革

を経験的に実施してそれを詳細に分析し，そこから授業

設計におけるイメージとモデルを修正するという方法を

採用した．その結果として先に紹介した仮説を検討する

ことができた(Nishinosono, Saio & Nakamura, 2009)．

学生中心の授業を設計する方法論を開発するために，組

織シンボリズムの理論を参照しながら授業設計に活用で

きる記号操作で記述することを試みた (Burrell & 

Morgan 1979, 高橋 1998)． 

3.3 第 1 期：同期型多人数グループ学習(2000-2002 年) 

授業過程を記号操作の対象として記述することを試み

ている理由は，欠陥のある個所を的確に見出して効果的

に改善できるようにするためである．また，一つの授業

形態から他の授業形態に転換するときに，その違いを表

現して概念的操作で授業を転換できるようにするためで

ある．多人数授業を改善するために，メタファーとして

は醸造技術に比喩している．その理由は金工技術や木工

 

図 3 (a)学習の規範 (b)依存と指導から自律と支援 



技術ではわれわれの都合に合わせて加工作業の段取りが

できるのに対して，醸造技術は対象が発酵であり生化学

的変化であるので，われわれの方が適応しなければなら

ないことを意味している．グループとしての規範を図

3(a)のように決めるとともに「依存と指導」から「自律

と支援」へと次第に変容させることを意図して図 3(b)の

ようなイメージ図を作成した．これをスタートとして学

生が自律して学習する授業の開発を進め．最初のイメー

ジ図 3(b)からスタートしたが，改善を繰り返して最終的

には図 4 に示すような構造になった．この方式で通常の

教科書，参考資料，学習ガイドブックとモバイル機器を

用いた LMS で最多 218 名までの学習者を管理した． 

3.4 第 2 期：プロジェクト型チーム学習(2003-2007 年) 

 同期型グループ学習では，学生が多様であるとグルー

プ毎に進度が異なり，学習スピードの速いグループと遅

いグループとでは学習効果に差があり，グループ内でも

学習の進度差ならびに難易にたいして学生が不満を表明

した．そこでプロジェクト型の学習としてチーム内での

各メンバーの役割を明確にすることによって，学習の進

度ならび難易を解消することを図った(Sengé et al．

1994). しかしながら設計段階で学生の学習活動を予測

することが困難であったので，図 5 に示すような単純な

構造から出発した．中間発表後の学習活動ではチームに

よって大きな差がみられたので学習者の活動部分につい

てのイメージ図を変化させながら改良を加えていった．

その変化の様子を図 6(a)から(d)に示している．この段階

の改善では，一般によく用いられている PDS(Plan, Do, 

See)あるいは PDCA (Plan, Do, Check, Action)による改

善方法を採用した． 

 
図 5 プロジェクト学習のスタート 

 

(a)スタート時の学習活動のイメージ 

 

(b)チーム学習と個人学習の明確化 

 

(c)前半の再構成と最終発表の追加 

(d)全体的な再構成の相互評価の重視 

図 6 協調自律学習モデルの発展過程 

 

図 4 同期的グループ学習の設計テーマの系列化 



この段階では，①プロジェクトの最終成果物を明確に

する，②成果を発表する機会を設ける，③個人とチーム

の役割を明確にする，④自己評価と相互評価とを組み入

れて学習成果を確認することなどが重要である．また前

半で参加者の相互理解を深めること，後半では個人の学

習努力の程度の差を認めることが重要であった．とくに

(d)の後半の渦巻き型の部分は個人が作成したレポートを

相互に評価することを 3 回繰り返すことによって最終的

な自己評価の信頼性を高めることができた． 

この授業の参加者の最多人数は 276 名で 44 チームを

構成し，さらに 4 チームごとの 11 集団で運営した．レポ

ートは 10 枚以上を作成することになっているので授業

者が詳細に点検して採点することはできない．そこで評

価視点を明確にした評価表を配布し，それを参考にして

相互評価と自己評価とを繰り返している．レポートの査

定レベルは AA, A, B, C の 4 段階であるが，授業担当者

による最終的なレベル調整は指導が適切であれば急速に

改善されて，査定ミスを少なくすることができる． 

第 2 期の授業設計では，学ぶ意味，学習活動，学習内

容，学習環境，学習用具，学習成果などの要因について

考える必要があり，そのうちのどれかを優先的に先行す

るのではなく，同時並列的に配慮しながら，全体的な構

造とし構築する必要があった． 

このときの授業設計の要因は，意味(Meaning), 活動

(Action），内容(Contents), 環境(Environment)，用具

(Tool)ならびに学習成果(Outcomes)である．図 8 に示さ

れているように MACETO モデルと命名されているが，

それぞれの要因の変数の一覧表を用意して設計のときに

参照した．しかし，この第 2 期のモデルでも参加してい

る学生の学力や知識に大きな差があるときには，特定の

学生に過大な負担がかかる傾向がみられたので，つぎの

第 3 期のようなモデルを開発した． 

3.5 第 3 期：自己成長モデルによる学習(2008 年以降) 

チームによる協調自律学習は，参加者の学力や背景に

差があまり多くないときにはうまく機能したが，特に優

れた能力をもつものがチームメンバーにいる場合には，

他の人がその人に頼るので過大負担になる傾向がみられ

た．また職業人が大学院に進学している場合には各自の

経験や学力の差は大きい．そこで各自が自己の成長モデ

ルを意識しながら，チームとしての課題意識を共有でき

るようなモデルの開発を必要とした．このモデルでは個

人の力量や知識が重要であり，各自が自分の課題をもっ

ていてお互いに討議するが，このときにメタファーやイ

メージを用いることによって共有できる部分を的確に表

現できるので合意に達しやすい．職場や実生活での自分

図 9 自己成長モデルによる教員初任研修 

図 8 授業設計の MACETO モデル 

図 7 協調自律学習の最終イメージ 



の経験を持ち寄ってそれを分析対象としながら新しい授

業を設計するという課題を設けると，参加者はきわめて

活発に活動することが認められた．このときの授業設計

の手順を図示すると図 9 のようになった．右半分のメタ

ファー，イメージ，モデル，経験則などは教育実践から

得られ，他の学生や教師と共有できる経験的知識であり，

教育観，学習指導，解釈ならび知識と力量は，実践者で

ある教師の個人的力量として蓄積される．すなわち職場

ベース学習で背景の異なる多人数であっても実現できる

ことが観察された．この事例では中学校教師の初任者研

修であるが，学生も教育実習などで職場ベース学習が期

待されているので，自分の経験を記述してそれを他の参

加者に紹介できることが重要である． 

このモデルによる教員研修に参加したのは 2008 年度

に91名，2009年度66名の中学校の新任教員であったが，

研修内容は自分たちが職務上で経験したことを紹介し交

流することを重視しており，研修への参加意欲はきわめ

て高いことが認められた．新任教師は短い教職経験であ

っても自分が実施した授業のビデオ録画された授業風景

を他の教師に示しながらお互いに技を自慢するという方

法を採用した．これまでの日本の教育はトップダウンで

実践される傾向が強く，教育の理念や目標は初等中等教

育においては国家によって設定され，大学においては教

授によって決められており，知識が一方的に伝達されが

ちである．しかし教育の実態はさまざまに異なっている

ので，このような教育の在り方に限界がき

ていて，それぞれの実態にあった教育方法

を開発することが重要になっている．さら

に価値が多様化しており，学生もさまざま

な背景をもっていることが認められるよ

うになってきているので，情報技術を採用

するためにつねに新しい教育方法の開発

が必要になっている．これまでの大学の授

業でも学生の実態を十分に配慮しての授

業が行われてきたが，複雑な組織としての

授業設計については複雑な要因を表現で

きる組織シンボリズムの考え方が有効で

ある． 

4 京都レッツラーン大学校の構想 

京都府の委託事業である京都レッツラ

ーン大学校は，その開設に向けて平成 22 年度に下記のよ

うな講座を試行的に開設する予定である． 

クラス定員最大 30 名を単位として 226 互助制度を適用 

第Ⅰ種優待会員 参加者の２割最多６名  受講料無料 

第Ⅰ種優待会員とは①失業給付金受給者，②生活保

護受給者，③厚生労働省第Ⅰ五分位階級(年間収入

209 万円以下，2005 年実績)，④外国人労働者のいず

れかであることを証明する書類を提示した者． 

第Ⅱ種優待会員 参加者の２割最多６名  受講料半額 

第Ⅱ種優待会員とは①第２五分位階級（年間収入 209

～372 万円，2005 年実績），②25 歳未満の勤労青年

のいずれかであることを証明する書類を提示した者 

一般会員    参加者の６割最少 18 名  通常受講料 

表 1 京都府委託事業(民立)京都レッツラーン大学校 

京都レッツラーン大学校同窓会 

その
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図 10 京都レッツラーン大学校の受講料の割合 



一般会員とは京都レッツラーン大学校の趣旨に賛同

し，年会費を納入した者 

学習は基本的には分散型グループによる協調自律学習

であり，必要に応じてチーム編成を行う．  

4.1 講座 学習基礎力育成コース 

提供 (株)ワークアカデミー 

教科書『情報活用力』，CD 教材，教科書，学習

管理システム使用料，技術相談，学習支援 

学習指導 

学習は 4～7 名単位のグループに分かれて自主的

に協調学習する．週１回は 1～-1.5 時間程度のク

ラス全体の同期学習を実施して，技術相談，学習

相談を実施する．学習支援システムは，音声の

Skype と学習管理システムを使用する．  

4.2 講座 エレクトロニクスの世界 

提供 システム LSI 技術学院 

教科書 谷口研二(2005)『LSI 設計者のための

CMOS アナログ回路入門』CQ 出版，CD 教材，

学習管理システム使用料，技術相談 

担当 

半導体技術相談 システム LSI 技術学院 

学習相談    NPO 法人学習開発研究所 

学習指導 

学習は 4～7 名単位のグループに分かれて自主的

に協調学習する．週に１回は 1～1.5 時間程度のク

ラス全体の同期学習を実施して，技術相談，学習

相談を実施する．学習支援システムは，音声の

Skype と学習管理システムを使用する． 

今回の試行講座は，学習内容についてはシステム LSI

技術学院が提供し，学習については NPO 法人学習開発

研究所が開発支援して，専門技術者を養成する． 

自律的持続的な学習を実現するためには，従来の学校

や大学の教育組織ではなく，組織学習の力学を活用する

ことが基本である．指導はエレクトロニクス技術専門家，

学習技術専門家ならびに補助員のチーム体制であたり，

受講者もまたグループあるいはチーム体制で取り組む協

調自律学習である．優待者も含めた 226 互助制度による

指導の経費等をシミュレートした結果として，最終的に

はつぎのような構造にすることが適当であろう． 

同期生  最終定員 600 名規模（数科目の合計人数であ

ってもよい） 

クラス  30 名定員×20 クラス（科目毎の異クラスでも

よい） 

グループ 4～7 名を 1 グループとして 5～7 グループで

1 クラスを構成する 

技術・学習相談員 

技術相談主任  半導体技術の専門家１名 

学習相談主任  学習技術の専門家１名 

学習相談補佐  学習技術を専門的に習得しつつ

ある者１名 

技術・学習補助員  半導体技術について専門的知識を

有し，学習支援についての短期講習を受けている者あ

るいは受講経験のある大学院レベルの学生で各クラス

に１名，20 名の補助員による集団指導体制 

理論的には「学習する組織論」ならびに「組織シンボ

リズム」による組織学習を基盤としているが，あくまで

も試行錯誤しながら経験的に学習者の実態に合うように

経年的に調整する． 

5 まとめ 

わが国の高等教育については，大学の授業料が異常に

高額であるために社会的格差に対応することが困難であ

る．このような社会格差と教育の問題についてヨーロッ

パ諸国では教育福祉主義とも呼べる方法で授業料無償あ

るいは低額の高等教育を実現している．変動する社会に

おいての生涯にわたる職能学習の理念から，協調自律学

習による高等教育を構想した．社会構造としても教育方

法としても生涯学習社会が実現しつつあり，ICT の活用

もその方向で進められている．わが国も今年になってや

っと無償の高等教育を目指すという国際的動向に参加で

きるようになった．今後，大学内においては多人数学習

の推進，大学以外では不公式・非公式学習(non-formal 

and informal learning)を促進することによって無償の

高等教育を推進することが重要な課題である． 
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注:本論文は，2010.2.18 日に放送大学 ICT 活用・遠隔教
育センター主催の国際シンポジュウム「学生中心主義教
育の実践と課題」において発表した「学生中心主義に基
づいた職能育成の為の学習システム開発の可能性の探
求」を加筆修正した． 

(付表) 教育基本法と学習基本宣言(案)の対比 
 わが国の教育基本法 京都レッラーン大学校の学習基本宣言(案)

前文 我々日本国民は，たゆまぬ努力によって築いてきた民主
的で文化的な国家を更に発展させるとともに，世界の平和
と人類の福祉の向上に貢献福祉に貢献することを願うも
のである． 

我々は，この理想を実現するため，個人の尊厳を重んじ，
真理と正義を希求し，公共の精神を尊び，豊かな人間性と
創造性を備えた人間の育成を期するとともに，伝統を継承
し，新しい文化の創造を目指す教育を推進する． 

ここに，我々は，日本国憲法の精神にのっとり，我が国の
未来を切り拓く教育の基本を確立し，その振興を図るた
め，この法律を制定する． 

変動する社会にあって「出会いと共修」を合言葉にして，
社会的経済的文化的理由で公式教育による専門的職能の学
習を享受することができない人に対しても相互扶助の精神
に則り，お互いに支援し，国際的に承認されている学習権
を認知し，公的資金，企業および各種団体からの貢献なら
びに市民の寄付などによって運営されていることを自覚
し，つぎのような目的ならびに理念の達成を目指して学習
することを宣言する． 

第一条 教育の目的及び理念 

（教育の目的） 

教育は，人格の完成を目指し，平和で民主的な国家及び社
会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な
国民の育成を期して行われなければならない．

学習の目的及び理念  

（学習の目的） 

学習は，変動社会において人間の尊厳を尊重しつつ生活を
安定させるために，変化する専門的職業に対応してたえず
新しい職能を習得することを目的とする． 

第二条 （教育の目標） 
教育は，その目的を実現するため，学問の自由を尊重しつ
つ，次に掲げる目標を達成するよう行われるものとする．

一. 幅広い知識と教養を身に付け，真理を求める態度を養
い，豊かな情操と道徳心を培うとともに，健やかな身
体を養うこと． 

二. 個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，創造性を
培い，自主及び自律の精神を養うとともに，職業及び
生活との関連を重視し，勤労を重んずる態度を養うこ
と． 

三. 正義と責任，男女の平等，自他の敬愛と協力を重んず
るとともに，公共の精神に基づき，主体的に社会の形
成に参画し，その発展に寄与する態度を養うこと． 

四. 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する
態度を養うこと． 

五. 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国
と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，国際社会の
平和と発展に寄与する態度を養うこと． 

（学習の目標） 
学習は，その目的を実現するため，人間としての尊厳と学
習権を尊重しつつ，次に掲げる目標を達成するように行う．

一. 幅広い知識と教養を身に付け，平和と共生を希求する態
度を身につけ，職業倫理を尊重するとともに，健康な生
活が享受できるように身体を鍛える．  

二. 個人の学習権を尊重し，その能力を伸ばして創造性を発
揮し，自主及び自律の精神に基づいて，職業及び生活と
の関連を重視した専門的知識と技能と態度を習得する．

三. 公平と責任，自他の敬愛と協力を重んずるとともに，公
共の精神に基づき，主体的に社会の形成に参画し，その
発展に寄与できる能力を習得する． 

四. 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態
度を身につける． 

五. 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と
郷土を愛するとともに，他国を尊重し，国際社会の平和
と発展に寄与する態度を身につける． 

第三条 

(新設) 

（生涯学習の理念） 

国民一人一人が，自己の人格を磨き，豊かな人生を送るこ
とができるよう，その生涯にわたって，あらゆる機会に，
あらゆる場所において学習することができ，その成果を適
切に生かすことのできる社会の実現が図られなければな
らない． 

（生涯学習の理念） 

われわれ一人一人は，変動する社会にあって，経済的に安
定した人生を送ることができるよう，あらゆる機会に，あ
らゆる場所において学習し，その成果を適切に生かすこと
のできる専門的職能を習得できるような生涯学習社会を実
現することを目指して努力する． 

 


